
市税条例の改正  
（　財政局税制課 4200-2189） 
保育園条例の改正 
（　こども本部保育課 4200-2686） 
緑化センター条例の改正 
（　環境局緑化センター 4911-2177） 
都市公園条例の一部を改正する等の条例の制定 
　等々力緑地中央スポーツ広場を都市公園にすることに伴い、所要の 
整備を行うとともに、等々力緑地中央スポーツ広場条例を廃止するた 
め条例を制定するもの 
（　環境局公園管理課 4200-2393） 
成人ぜん息患者医療費助成条例の改正 
　ぜん息に係る医療のうち、検査の一部を新たに助成の範囲に加える 
ため改正するもの 
（　健康福祉局環境保健課 4200-2486） 
国民健康保険条例の改正 
　21年10月1日から23年3月31日までの間の出産に係る出産育 
児一時金の額について特例措置を講ずるため改正するもの 
（　健康福祉局保険年金課 4200-2631） 
地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の改正 
（　まちづくり局建築情報課 4200-3081） 
港湾振興会館条例の改正 
　ビーチバレー場の新設に伴い、当該施設の利用料金の上限額を定 
めること等のため改正するもの 
（　港湾局港湾管理課 4287-6026） 
手数料条例の一部を改正する条例の制定についての市長の専決処分 
の承認 
（　まちづくり局建築情報課 4200-2754） 
川崎駅東口駅前広場再編整備建築その他工事及び川崎駅東口駅前 
広場再編整備工事並びに川崎駅東口駅前広場再編整備（付帯）工事 
請負契約の締結 
（　まちづくり局市街地整備推進課 4200-2752） 
大師保育園の指定管理者の指定 
　（指定管理者）財団法人神奈川県労働福祉協会 
　（期間）22年4月1日から27年3月31日まで 
（　こども本部こども支援部 4200-3728） 
坂戸保育園の指定管理者の指定 
　（指定管理者）社会福祉法人尚徳福祉会 
　（期間）22年4月1日から27年3月31日まで 
（　こども本部こども支援部 4200-3728） 
宮崎保育園の指定管理者の指定 
　（指定管理者）社会福祉法人種の会 
　（期間）22年4月1日から27年3月31日まで 
（　こども本部こども支援部 4200-3728） 
宿河原保育園の指定管理者の指定 
　（指定管理者）社会福祉法人横浜悠久会 
　（期間）22年4月1日から27年3月31日まで 
（　こども本部こども支援部 4200-3728） 
男女共同参画センターの指定管理者の指定についての市長の専決処 
分の承認 
（　市民・こども局人権・男女共同参画室 4200-2269） 
市道路線の認定及び廃止 
（　建設局管理課 4200-2809） 
黒川地区小中学校新設事業の契約の変更 
（　教育委員会教育環境整備推進室 4200-3055） 
訴訟上の和解 
（　環境局収集計画課 4200-2582） 
休日急患診療所条例の一部を改正する条例の制定についての市長の 
専決処分の承認 
　日本国内において、新型インフルエンザの感染者が増加している 
状況において、医療機関を受診する者が急増した場合の医療体制の 
整備を図るため、早急に休日急患診療所条例の一部を改正する条例 
を制定する必要が生じたため専決処分したもの 
（　健康福祉局地域医療課 4200-2420） 
市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 
の市長の専決処分の承認 
（　総務局労務課 4200-2145） 
訴訟上の和解 
（　まちづくり局建築情報課 4200-2754） 
監査委員の選任 
（　総務局人事課 4200-2125） 
平成21年度一般会計補正予算 
（　財政局財政課 4200-2179） 
副市長の選任 
　小田広昭氏を選任するもの　 
（　総務局人事課 4200-2125） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
議会基本条例の制定 
（　議会局議事課 4200-3370） 

議決結果  件　　名 

請　願  
第71号 

請　願  
第74号 

請　願  
第77号 趣旨採択 

趣旨採択 

採　　択 

総 務 委 員 会  

健康福祉委員会  

総 務 委 員 会  

21年 2 月23日 

21年 3 月16日 

21年 6 月 5 日  

■議案の賛否状況（各会派別） 
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議決 
結果 

第59号 

第60号 

第61号 

第62号 

第63号 

第64号 

第65号 

第66号 

第67号 

第68号 

第69号 

第70号 

第71号 

第72号 

第73号 

第74号 

第75号 

第76号 

第77号 

第78号 

第79号 

第80号 

第81号 

第82号 

第4号 

●市長提出議案 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 承 認 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

s義務教育費の財源確保等に関する意見書 
s最低賃金の改定等に関する意見書 
s核兵器廃絶に向けた取組の強化を求める意見書 

× × 

× × × 

× × × 

× × × 

× × × 

× × × 

× 

× × 

（○は賛成、　は反対） × 

 第80号（8） 

採　択　し　た　請　願 
受理年月日  
付託委員会  

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

問 

○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 承 認 

○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 承 認 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 同 意 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決 

○ ○ ○ 同 意 

すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求めるこ 
とに関する請願 

義務教育に係る国による財源確保と、30人以下学 
級の実現を図り、教育の機会均等と水準の維持向上 
並びに行き届いた教育の保障に関する請願 

川崎市教職員住宅跡地の地域有効利用に関する請願 

●議案第62号に対する附帯決議 

●議員提出議案  

「議案第62号 都市公園条例の一部を改正する等の条例の制定について」 
に対する附帯決議案 
 

◆各議会議員が決まる 
各議会議員が辞職したことにより選挙が行われ、川崎市議会選出の議員が次のとおり決まりました。 
（いずれも議席順） 

神奈川県内広域水道企業団議会議員  
岩崎　善幸（公明党） 
玉井　信重（民主党） 
矢沢　博孝（自民党） 

神 奈 川 県 川 崎 競 馬 組 合 議 会 議 員  平子　瀧夫（公明党） 
坂本　　茂（自民党） 

神奈川県後期高齢者医療広域連合議会議員 
浅野　文直（自民党） 
市古　映美（共産党） 
本間　悦雄（公明党） 

平成20年度 川崎市議会議員海外視察 
　20年度の議員海外視察は、地方自治の実態や先駆的な行政施策の実情を調査し、姉妹・
友好都市をはじめとする各国自治体との交流や意見交換を行い、市政の課題の解決に資
するとともに市民生活および市政の発展に寄与することを目的として実施しました。 

● 期　　間 
● 視 察 先 
● 参加議員 
　 
● 期　　間 
● 視 察 先 
● 参加議員 

21年2月1日（日）～8日（日） 
イタリア、クロアチア、オーストリア　 
鏑木茂哉団長ほか10人 
　 
21年3月24日（火）～30日（月） 
カナダ、アメリカ 
原修一団長ほか１１人 

欧州班 

北米班 

■ 問い合わせ　議会局庶務課 4200-3354

◆各会派団長・副団長 

民 主 党  
（18人） 

自 民 党  
（18人） 

公 明 党  
（14人） 

共 産 党  
（10人） 

神奈川ネット 
（2人） 

（21年6月5日現在） 

東　正則　粕谷葉子　西　譲治 200-3355飯 塚 正 良  

尾作　均　林　浩美 200-3357大 島 　 明  

後藤晶一　菅原　進 200-3361岩 崎 善 幸  

市古映美　佐野仁昭 200-3360竹 間 幸 一  

山口和子 200-3362佐々木由美子 

電話（控室） 副団長名 団長名 会派名（議員数） 

上記以外に無所属議員１人 

× 

× 

○ ○ ○ ○ 承 認 

※議決した議案、可決した意見書の本文は市議会ホームページに掲載しています。 

　国で成立した補正予算への迅速な対応と併せて、中小企業融資枠の拡大など市独自の施
策も含めて予算補正を行うものです。中小企業の活力向上対策、市民生活の安全安心のため
の対策、カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略の推進、学校教育環境の整備、公共事業費の確保
などに取り組むものとし、主な内容は次のとおりです。 

主 な 議 案 の 紹 介  

一般会計補正予算総額 226億4,364万円 

■ 平成21年度一般会計補正予算 

● 中小企業の資金繰りの支援………………………… 
● 学校施設への太陽光パネルの設置 ………………… 
● 学校の地上デジタルテレビの整備 ………………… 
● 子育て応援特別手当の支給 ………………………… 
● 女性特有のがん検診に対する支援 …………………… 

147億5,800万円 
24億1,070万円 
20億6,150万円 
14億6,270万円 
4億9,408万円 

■ 問い合わせ　財政局財政課　4200-2179
　この補正予算について、6月17日の本会議で各会派による代表質疑が行われ、追加事業の選定理由や 
内容などについて質問がありました。 
 

等 

　市議会では、「議会基本条例」を21年第2回定例会において、各会派一致によ
る議員提出議案として提出し、6月17日に議決（施行：7月1日）いたしました。  
　市議会では、20年6月、議会基本条例の制定に向け、議会運営をはじめ、議
員の活動・身分など幅広く調査検討するプロジェクトチーム（議会のあり方検討
プロジェクト：各会派代表者13人で構成）を設置し、21年6月までの1年間、計
20回の会議を開催しました。プロジェクトでは①議会の役割の明確化②議会
と議員の位置付けの明確化③必要な環境・体制整備の実施など、分権時代にふ
さわしい議会のあり方や議会の基本理念を検討してまいりました。 
　この条例は、前文と7章から構成され、主な内容は①議会および議員の役割
と活動原則②二元代表制の下における議会と市長などとの関係③議会運営の
基本となる事項など④市民と議会との関係⑤議会機能の強化を図るための議
会の体制整備などを定めています。 
　今後、市議会では議会基本条例に基づき、これまで進めてきた議会改革への
取り組みをさらに推進するとともに、より一層市民に開かれた議会を目指して
まいります。 

より分かりやすい、市民に開かれた議会を目指して 

■ 問い合わせ　議会局議事課 4200-3370

海外視察の報告書は、市議会ホームページに掲載しています。 

「議会基本条例」を制定しました 

　等々力緑地中央グラウンドの多目的広場等の供用に当たり、利用者の
安全が確保されるように配慮すること。 
　多目的広場の市民利用の範囲について、スポーツに親しむ市民の利
用に配慮すること。 
　現在、等々力緑地再編整備計画を進めているが、等々力緑地の全体
計画に鑑み、等々力緑地中央グラウンドの施設の利用のあり方について
再検討すること。 
　公園施設利用者の利便性を向上させるため、公園施設の供用時間の
見直しを進めること。 
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